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抄録 

 本調査の目的は、足立区の小学校１年生全員とその保護者を対象に①子どもの健康と生活
の実態を把握すること、②子どもの健康が家庭環境や生活習慣からどのような影響を受け
ているかを明らかにすること、③子どもの健康と世帯の経済状態の媒介要因を明らかにす
ることにより、子どもの健康の増進の推進および有効な生活習慣病予防対策を提言してい
くことである。 
 １学期に実施した学校健診対象者５,３５５人に質問票を配付した。４,４６７人から回
答票を回収し、このうち調査への同意が得られなかった者と回答票が白紙であった者を除
いた４,２９１人（有効回答率８０．１％）を本報告書の分析対象者とした。 

 生活困難世帯を年収 300 万未満、子どもの生活必需品の非所有、ライフライン等の支払

い困難経験で定義したところ、１０４７世帯（２５％）が該当した。生活困難世帯と非生

活困難世帯では、生活習慣および健康の様々な面において差が見られた。例えば、むし歯

が５本以上の割合も、非困難世帯では１０％に対して困難世帯では２０％と２倍いた。生

活困難から直接引き起こされるもの（直接的な影響）が４０％で、「変えていくことが可能

な」要因を経て起きているもの（間接的な影響）が６０％と分かった。 

 今後も継続して調査対象児を追跡していくと共に、子どもを取り巻く家庭環境や生活習

慣を変えていくことによって、できる限り生活困難の影響軽減をはかるなど、将来の夢や

希望を叶える大切な土台となる子どもの健康を守り育てる施策を提言する。 
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【A. 研究目的】 

本調査は、足立区の小学校１年生全員と

その保護者を対象に①子どもの健康と生活

の実態を把握すること、②子どもの健康が

家庭環境や生活習慣からどのような影響を

受けているかを明らかにすること、③子ど

もの健康と世帯の経済状態にどのような関

連があるか（媒介要因）を明らかにするこ

とにより、子どもの健康の増進の推進およ

び有効な生活習慣病予防対策を提言してい

くことを目的としている。 

足立区は、区民の健康寿命が都の平均よ

りも約２歳短い。その主な要因として糖尿

病をはじめとする生活習慣病がある。予防

には、子どもの頃から正しい生活習慣を身

につけることが効果的であるが、足立区で

は高学年になるにつれて肥満傾向児の割合

が高くなり、むし歯のある子どもの割合も

２３区内で最下位の水準である。先行研究

によると貧困と生活習慣には強い相関があ

り、平成２６年度版の国民生活基礎調査に

よると、現在日本では６人に１人の子ども

が貧困状態にあると報告されている。よっ

てできる限り正確に子どもの健康と生活の

実態を把握するために、国立研究開発法人

国立成育医療研究センターと足立区は、小

学校１年生全員とその保護者を対象とした

「子どもの健康・生活実態調査」を実施し

た。 

 

【B．方法】 

（１）データソース 

足立区の小学校１年生全員とその保護者 

（２）方法 

足立区と国立成育医療研究センター研究所

社会医学研究部が協働で調査を行った。調

査は無記名アンケート方式により、区立小

学校に在籍する全小学１年生を対象に、区

が学校を通じて質問票や回答票等の配付・

回収を行い、国立成育医療研究センターが

結果の集計・分析を実施した。７月に６校

で先行調査を行い、実施上の課題を検証し

たうえで、１１月に残る６３校で本格実施

した。 

調査対象者は、平成２７年４月に区立小

学校へ入学を予定していた児童から、実際

には入学しなかった者、入学後に転出した

者、長期欠席者を除き、１学期に実施した

学校健診対象者５,３５５人に質問票を配

付した。４,４６７人から回答票を回収し、

このうち調査への同意が得られなかった者

と回答票が白紙であった者を除いた４,２

９１人（有効回答率８０．１％）を本報告

書の分析対象者とした。 

 

【C．結果】 

本調査では、子どもの貧困状態を家庭の経

済的な困窮だけでなく家庭環境全体で把握

すべきであると考え、①世帯年収３００万

円未満、②生活必需品の非所有（子どもの

生活において必要と思われる物品や５万円

以上の貯金がない等）、③支払い困難経験

（過去１年間に経済的理由でライフライン

の支払いができなかったこと）のいずれか

１つでも該当する世帯を「生活困難」にあ

る状態と定義した。回答が有効だった４２

２９世帯のうち、①に該当したのは、４８

９世帯（１２％）、②に該当したのは、６７

０世帯（１６％）、③に該当したのは３８９

世帯（９％）だった。一つでも該当する世

帯（＝生活困難世帯）は、１０４７世帯（２
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５％）だった。 

 生活困難世帯と非生活困難世帯では、生

活習慣および健康の様々な面において差が

見られた。例えば、肥満の割合は、困難世

帯の子どもの方が４％多かった。むし歯が

５本以上の割合も、非困難世帯では１０％

に対して困難世帯では２０％と２倍いた。

子どもの生活習慣においても、歯磨きの頻

度では、１日２回以上磨く子の割合が、非

困難世帯では７８％に対して、困難世帯で

は６８％と１０％の差が見られた。就寝時

間が決まっていない子の割合、運動習慣の

ない子の割合、朝食を毎朝食べない子の割

合、お菓子を自由な時間に食べる子の割合

なども生活困難世帯の方が高かった。 

 生活困難世帯と非生活困難世帯の比較に

加えて、子どもを取り巻く家庭環境や生活

習慣を変えることで「生活困難」の影響を

軽減することが可能かどうかについて分析

を試みた。具体的には、子どもの健康状態

に対して「生活困難」と「変えていくこと

が可能な要因（家庭環境や生活習慣など）」

がどのように、かつどの程度影響を及ぼし

ているかを数値化した。「生活困難」が子ど

もの健康状態に影響を与えているときに、

何％が「生活困難」から直接引き起こされ

るものか（直接的な影響）、何％が家庭環境

や生活習慣などの「変えていくことが可能

な」要因を経て起きているか（間接的な影

響）を明らかにした。本報告書では、子ど

もの健康状態として重要と考えられる、①

むし歯、②朝食欠食、③逆境を乗り越える

力の低さの３点を取り上げ、詳しい分析を

行った。結果は、以下の通り。 

①むし歯 

むし歯が５本以上あることと生活困難に関

する分析を行った結果、生活困難が子ども

の５本以上のむし歯に与える影響の割合は

約１５％だった。このうち、生活困難から

直接引き起こされるもの（直接的な影響）

が４０％で、「変えていくことが可能な」要

因を経て起きているもの（間接的な影響）

が６０％と分かった。間接的な影響６０％

のうち、割合が大きかった項目はインフル

エンザワクチン未接種１３％、ジュースの

摂取８％、留守番５％、朝食欠食４％で、

歯みがき習慣は仕上げみがきを合わせて

６％程度だった。 

②朝食欠食 

生活困難が子どもの朝食欠食（朝食を毎日

食べる習慣がない）に与える影響の割合は

約２１％だった。このうち、直接的な影響

が４６％で、間接的な影響が５４％と分か

った。間接的な影響５４％のうち、割合が

大きかった項目は親の抑うつ傾向９％、歯

みがき習慣７％、遅寝６％、逆境を乗り越

える力４％だった。 

③逆境を乗り越える力（自己肯定感、自己

制御能力など）の低さ生活困難が子どもの

逆境を乗り越える力（自己肯定感、自己制

御能力など）に与える影響の割合は約１

５％だった。このうち、直接的な影響が６％

で、間接的な影響が９４％とわかった。間

接的な影響９４％のうち、割合が大きかっ

た項目は、親の抑うつ傾向１１％、朝食欠

食８％、運動習慣８％、読書習慣７％、 

相談できる人５％、スナック菓子の摂取

５％だった。 

 

【D. 考察】 

本調査の結果をみると、生活困難世帯の子

どもはむし歯であることが多く、特に５本
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以上のむし歯がある割合は、非生活困難世

帯の約２倍となっている。また、麻しん・

風しんの予防接種（自己負担なし）を受け

ていない割合も、非生活困難世帯の約２倍

だった。子どもの医療費が無料（公費負担）

であることを踏まえると、経済的な理由だ

けでなく、保護者が子どもの健康に関心が

あるか否か、そのための時間を確保できる

かどうかなどの要因も影響していると考え

られ、今後さらなる調査が必要である。 

また、生活困難世帯の子どもは週１回以

上放課後の時間帯に留守番をし、夕食を子

どもたちだけで食べ、甘いジュースを飲み、

テレビ・動画を３時間以上見て過ごし、運 

動をせず、本を読んでいないといった傾向

が見られた。一方、詳しい分析（媒介分 

析）から、逆境を乗り越える力（自己肯定

感、自己制御能力など）には、運動や読書

習慣などが影響を与えていることが明らか

になった。このことから、運動習慣や読書

習慣を身につけることで、生活困難な状況

においても逆境を乗り越える力を培える可

能性が見えてきた。 

子どもの健康状態と生活困難との関連を

詳しく分析したところ、生活困難が子ども

の健康状態に与える影響は確認されたもの

の、同時に、子どもを取り巻く家庭環境や

生活習慣などの「変えていくことが可能な」

様々な要因がもたらす影響がより大きいこ

とが明らかになった。つまり、家庭環境や

生活習慣などを変えていくことによって、

生活困難の影響を軽減し、子どもの健康を

守り育てていくことが可能であることが示

唆された。 

 

【E. 結論】 

本調査によって明らかになった区内小学１

年生の健康状態や生活状況から、生活困難

は子どもたちの健康に少なからず悪影響を

与えていることが確認できた。しかしなが

ら同時に、子どもを取り巻く家庭環境や生

活習慣など「変えていくことが可能な要因」

が子どもの健康に与える影響も５０％以上

あることが明らかになった。今後も継続し

て調査対象児を追跡していくと共に、子ど

もを取り巻く家庭環境や生活習慣を変えて

いくことによって、できる限り生活困難の

影響軽減をはかるなど、将来の夢や希望を

叶える大切な土台となる子どもの健康を守

り育てる施策を提言していく予定である。 

 

【F. 健康危険情報】 

特になし 
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